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「EUの域内経済格差と地域政策」（報告要旨）
　Euro導入に伴う2000年以降のEU市場の規模拡大と競争の高まりおよび2004年以降のEUの東方への拡大がEUの国レベル並びに地域レベルの経済格差にどのような変化をもたらしたかにつき、EUの公式データである一人当たりGDPを中心に検証した結果を報告します。併せて格差是正を目的とするEUの地域政策の特徴につき報告します。
　EUの国レベルの経済格差は、旧東欧諸国および旧EU周辺国の高い成長（EU27カ国の2000-2008年平均成長率3.47%より高い成長）により縮小傾向にある。他方EU平均の成長を達成しなかった旧EU主要国は相対的な水準（1人当たりGDP）の低下を余儀なくされている。ただしEU平均の水準を越える13カ国は全て旧EU15カ国に属し、なかでもEUのいわゆる小国および北欧諸国の水準が高い。旧東欧諸国の一部は旧EU諸国に近づきつつあり、今後の更なる接近が域内格差の縮小に繋がるものと予想される。
　EUの地域レベルの経済格差は国レベルと異なり順調な縮小傾向を示していない。総じて、経済活動の中心は各国の首都圏に集中しており、特に旧東欧諸国にこの傾向が強く、成長に伴う地域格差の拡大傾向も見られる。旧EU諸国においては水準の上昇に伴い地域間格差が縮小する傾向にあるが、旧東欧諸国においては同様の傾向は弱い。ただ旧東欧諸国における水準の低い貧困地域（EU27カ国平均の50%以下）は大幅に減少（地域人口で2003年比2007年に15百万人減少）している。
　EUは経済発展が遅れている地域（EU27カ国の271地域の内、EU27カ国平均の75%未満にある68地域）の成長促進、周辺地域との連携・統合推進およびＥＵ域内地域の国際競争力の向上を目標とする地域政策を、人的・物的投資の資金を長期的（現行の期間：2007年―2013年）に供与することにより、実施している。これによる民間部門の投資拡大が対象地域および周辺地域の成長を促進し、対象地域の一人当たりGDP水準の上昇を通じて、旧東欧諸国を中心とする地域間格差が今後旧EU 諸国のように低下していくことが期待されている。
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